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　各公有地の利活用を進めるため、施設ごとに説明会、意見交換会、公有地利活用方策検討会等を行い、庁内外の関係者
と密に調整を図っていく。

　土地利用方針の明確化
　住民意向の把握と合意形成

・未利用地についての庁内調整会議等、全庁的な検討
・市に必要な施設、不足している施設、余分な施設等を調査
　し、未利用地の活用が出来るか検討
・未利用地の利用が出来ない場合は、地域や民間での利活用
　が可能かどうか調査検討

　高エネ研南側未利用地、学校跡地、庁舎跡地において、説
明会等を実施したことにより、地域の意向等を確認すること
ができた。
　敷地の整理のための測量や赤道の取り扱いについて、業務
委託や庁内調整ができた。
　さらに、公有地利活用の考え方をとりまとめた。

・高エネ研南側未利用地：サウンディング型市場調査の結果
　を公表。調査結果説明会を開催。サウンディング調査結果
　や都市計画変更検討委託業務の結果を踏まえ、都市計画変
　更を検討
・筑波地区学校跡地：庁内外ニーズ調査の結果をもとに説明
　会を開催。庁内外のニーズや地元意向を踏まえ、筑波地区
　全体及び学校ごとの土地利用計画を検討
・谷田部庁舎・茎崎庁舎・上郷高校跡地：底地の整理（測量
　及び登記）

・高エネ研南側未利用地：６月と７月にサウンディング型市
　場調査結果説明会を計５回開催。提案事業者からのサウン
　ディングを継続実施
・筑波地区小中学校跡地：６月と７月に利活用ニーズ調査結
　果説明会を５回開催。11月に意見交換会を小中学校ごとに
　開催
・谷田部庁舎、茎崎庁舎：測量業務を実施(谷田部、茎崎）
　赤道の表題登記を実施（谷田部、茎崎）区長会、PTA役員
　との意見交換を実施（茎崎）

継続

公有地利活用推進事業

一部委託

01-080401-21 公共施設跡地利用に要する経費
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　未利用の公有地について、適正な利活用方策を検討する。
　公的な利活用を行わない未利用地について、民間利活用が
適している場合には、地域特性に配慮した適正な事業者を募
集し、選定する。
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事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

08報償費　100千円　委員謝礼　10,000円×５名×２回＝100,000円
09旅費　52千円　事業者訪問等(運賃2,600円)×２人×５回＝26,000円
　セミナー・研修等(運賃2,600円)×２人×５回＝26,000円
11需用費　57千円
12手数料　803千円　谷田部庁舎跡地不動産鑑定手数料
　379,000円×一式×1.1＝416,900円
　茎崎庁舎跡地不動産鑑定手数料
　351,000円×一式×1.1＝386,100円
13委託料　15,191千円　庁舎跡地利活用方策検討調査業務委託料
　4,800,000円×一式×1.1＝5,280,000円
　高エネ研南側未利用地土地利用計画策定業務委託料
　9,010,000円×一式×1.1＝9,911,000円
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十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

他の事業に優先して進める必要がある。
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　谷田部庁舎及び茎崎庁舎跡地の利活用に向け、導入する機能や施設の規模等の検討を行う利活用
方策検討調査業務委託を実施する。また、高エネ研南側未利用地の利活用検討に向け、用地の区画
割りやインフラ整備等の検討を行うため、土地利用計画策定業務委託を実施する。
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